
■令和元年度森林環境譲与税の使途

回数
参加
者数

回数
参加
者数

（千円） （千円） （千円） （千円） （回) （人） （回) （人）

市町支援策
手入れ不足
人工林整備
支援事業

19,531 19,531 0

・アドバイザーを（公財）石川県林業公社
に設置し、森林経営管理法に係る事務につ
いて市町を支援

・市町間の広域調整を図る地域協議会を設
立・開催

・市町職員を対象として、森林・林業の基
礎知識や森林経営管理制度等に関する研修
会を実施

6 78

・アドバイザーを３名配置し、市町に対して指
導・助言を行った。

・各農林総合事務所管内で地域協議会を４回実
施し、整備箇所や市町ごとの整備予定量等につ
いて、市町や森林組合等と調整を行った。

・市町職員研修を６回開催し、市町職員の森林
経営管理制度等に関する知識の向上を図った。

人材の育
成・確保

いしかわ森
の担い手づ
くり推進事
業

22,000 22,000 0
・新規就業者の掘り起こしの強化

・定着率向上を図るための研修等の実施
15 15

・新規就業者の掘り起こしに向けて、ＩＬＡＣ
（いしかわ就業・定住総合サポートセンター）
と連携した首都圏等で開催する移住就業相談会
等でのＰＲを４回実施した。

・長期就業体験や新規就業者の技術研修を実施
した。

基金積立 － 799 799 0 799

42,330 42,330 0 799

事業区分

合計

担い手を対象にし
た研修、イベント
等 詳細

事業名

事業総額（千円）

当年度基
金への積
立額

事業内容

実績

(A)+(B)

(A)
うち令和元
年度の森林
環境譲与税

(B)
うち他の財
源

市町等を対象にし
た研修会

【概 要】

令和元年度に配分された森林環境譲与税４２，３３０千円を活用し下記の事業を行った結果、民有林を有する１７市町のうち、７市町において、経営管理権集積計画の作

成につながるとともに、６市町においては間伐の事業実施につながった。

【詳 細】

本県の市町は、金沢市を除く１８市町で林業専門職員が０人という状態であり、市町職員のマンパワー不足や技術的な知見の不足が懸念されている。市町による森林経営

管理制度を活用した手入れ不足人工林の整備を支援するため、①地域林政アドバイザーを（公財）石川県林業公社に３名設置し、意向調査実施箇所の選定や経営管理権集積

計画案の作成、市町村森林経営管理事業の実施等の指導を行うとともに、②農林総合事務所単位で広域的な調整のための地域協議会を開催し、③森林経営管理制度や森林・

林業に関する基本的な知識の向上を図るための市町担当者研修を６回実施し、適正な森林管理につなげることに取り組んだ。

その結果として、７市町で経営管理集積計画が作成（７地区、51.79ha）されたほか、６市町で28.49haの間伐が実施された。

また、担い手の確保・育成対策として「いしかわ就業・定住総合サポートセンター」と連携し首都圏等で就業相談会を４回開催し、新規就業者の掘り起こしを図るととも

に、長期就業体験や新規就業者の技術研修を実施した。


